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首都高速道路の中心に位置する都心環状線は，各放射路線を接続する交通の要衝であるが，事故が多発

している状況にある．都心環状線においてひとたび事故が発生すると，その影響は周辺路線を含むネット

ワーク全体に波及することから，都心環状線の事故削減は，首都高速道路のネットワーク機能を有効に発

揮する上で，重要な解決課題である．本研究は，都心環状線を対象としたエリア流入制御による事故削減

効果について分析した．具体的には，都心環状線の集計交通状態別における事故率を整理し，流入制御の

実施判断基準を分析した．次に，交通シミュレーション及び事故リスク予測モデルを用いて，都心環状線

の全入口一括閉鎖によるエリア流入制御を実施し，都心環状線の事故削減効果を確認すると共に，都心環

状線以外に，入口転換や本線での経路変更による交通集中渋滞の誘発に起因する事故率の増加等，負の反

動が発生しないことを確認した． 
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1. はじめに 

 

首都高速道路（以下，首都高）は，路線延長約320km，

1日の利用台数が約100万台を有しており，首都圏の道路

交通網において，大動脈としての役割を担っている1)．

平成27年3月には中央環状線山手トンネル（湾岸線～渋

谷線）が供用し，次いで，平成29年3月には横浜環状北

線が供用しており，道路ネットワークの拡充が推進して

いる．特に中央環状線の全線開通時には，交通集中によ

る渋滞の大幅な減少が観測2)されており，今後も，道路

ネットワークの拡充や道路拡幅等改良による交通集中渋

滞の減少が期待される． 

一方，渋滞要因である事故は頻発しており，年間で約

1万件（平成27年度実績）の事故が発生している．事故

は，事故渋滞による社会的な損失以前に，人命を脅かし，

道路構造物や車両の損壊を伴うものであり，人的・物

的・社会的に大きな損失をもたらすものであることから，

事故削減は道路交通管理上の重要な課題である． 

首都高では，事故削減に向けて様々な安全対策を実施

してきており，一定の事故削減効果が得られているが，

今後もより一層の安全対策強化に努めていく必要がある． 

昨今の安全対策に関する研究事例では，事故と渋滞の

相関関係に着目し，流入制御によって渋滞緩和を図るこ

とで，事故削減効果を期待する新たな対策が提案されて

いる3)．具体的には，都市高速道路である阪神高速道路

を対象として制御効果を推定しており，流入制御手法と

しては，実用化に向けてこれまで多くの改良モデルが提

案されてきているLP制御4)と，昨今，積極的に研究が遂

行されている集計QK関係を用いたエリア流入制御5)を組

み合わせている．エリア流入制御については，相互に干

渉するボトルネックを含む面的な道路ネットワークに対

して有効に機能することが示されており6)，環状線を有

する首都高においても，円滑性確保の観点において，そ

の適用可能性が示されている7)． 
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筆者らは，既往の研究8)において，首都高における事

故の特徴を分析し，首都高ネットワークの中心に位置す

る都心環状線（以下，都環）（図-1に赤で示す）で事故

が多発しており，その影響が周辺路線を含むネットワー

ク全体に波及していることを明らかにした．また，都環

における事故発生区間の交通状態と，同時間帯での都環

を一つのエリアとした集計交通状態との関係を分析し，

エリア流入制御による渋滞緩和と事故率低減に相関性が

あることを明らかにした． 

以上の背景を踏まえ，本研究では，都環を対象とした

エリア流入制御のケーススタディを実施し，事故削減効

果について分析した．具体的には，都環の集計交通状態

別における事故率を整理し，流入制御の実施判断基準を

分析した．次に，交通シミュレーション及び事故リスク

予測モデルを用いて，都環の全入口一括閉鎖によるエリ

ア流入制御を実施し，都環における事故削減効果と，首

都高全線に及ぼす影響について分析した． 

 

 
図-1 首都高速道路ネットワーク 

 
 
2. 集計QK関係による事故リスク分析 
 
(1) 集計QK関係の定義 

本研究で対象とするエリア流入制御は，既往の研究で

提案されている集計QK関係を用いた手法 7)である． 
集計QK関係は，複数の区間から構成される道路ネ

ットワークエリアを対象に，式(1)及び式(2)で定義され

る集計交通流率と集計交通密度を用いる（図-2）． 
本研究では，中央環状品川線供用後の平成 27年 3月 8

日から 11月 30日の約 9ヶ月間を対象に分析した．分析

対象期間における，車両感知器5分区間データ（交通

量及び速度）を用いて作成した都心環状線の集計QK
関係を図-3に示す．図より，凸型の頂点となる最大集

計交通流率は約 3,000台/hとなっており，その際の集計

交通密度，即ち臨界密度は約 1,500台/AREAである．  
集計QK関係を用いた流入制御のアルゴリズムは，対

象とする道路ネットワークエリア内の交通密度が増加し

た際に，エリア集計交通密度を適切なレベルに維持する

ように流入交通量を調節する．この制御手法の特徴とし

ては，従来のLP制御等で必要とされたOD情報が不要で

あり，道路上に設置された車両感知器データで得られる

情報のみで実施可能な点が挙げられる． 

 
・集計交通流率 

  LlqQ ii /    式(1) 

ただし， 
Q  ：集計交通流率 [台/h] 

iq  ：区間 iの交通流率 [台/h] 

il  ：区間 iの区間長 [km] 
L  ：総延長 [km] 
 

・集計交通密度 

ii lkK     式(2)
 

ただし， 
K ：集計交通密度 [台/area] 

ik ：区間 iの交通密度 [台/km] 
 

 
図-2 集計QK算定方法のイメージ 

 

 
図-3 都心環状線の集計QK関係 
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(2) 事故指標 

本研究では，事故リスクを評価する指標として，一般

的に用いられている事故率を使用する．事故率は，事故

件数を総走行台キロで基準化したものであり，路線間等

の相対的な評価を実施する際に用いられる指標である．

対象とする道路範囲の総走行台キロ当りの事故件数を1

億倍したものであり，1台の自動車が1kmの道路区間を

1億回走行したときに発生する事故件数を意味し，以下

の式(3)にて算定される．  

 

・事故率 

810
D

N
R   式(3) 

ただし， 
R  ：事故率 [件/億台 km] 
N  ：事故件数 [件] 
D ：総走行台キロ [台 km] 

 
(3) 集計QK関係による都心環状線の事故リスク分析  

既往の研究8)より，都環では，渋滞中における追突事

故が多発していることが明らかとなっていることから，

本研究で分析対象とする事故形態は追突事故とした． 

都環における集計交通状態別での追突事故の件数及び

事故率を整理した結果を図-4及び図-5に示す．事故件数

の整理結果より，集計交通流率が2,000～2,500台/h，集計

交通密度が1,000～2,000台/AREAの交通状態で追突事故が

多く発生している．一方，総走行台キロによって基準化

した事故率では，臨界密度である1,500台/AREAを超過す

ると，追突事故率が増加する傾向が見られる． 

以上より，集計QK関係を用いたエリア流入制御のひ

とつの判断基準として，都環の存在台数を1,500台/AREA

以下に維持することで，事故リスクを抑制することが可

能になると考えられる． 

 

 
図-4 都心環状線の集計交通状態別の追突事故件数 

 
図-5 都心環状線の集計交通状態別の追突事故率 

 
 

3. エリア流入制御による事故削減効果検証 
 

(1) ケーススタディの実施条件 

交通シミュレーションによるケーススタディを実施し，

都環のエリア流入制御による事故削減効果を検証する．

本研究では，交通シミュレーションに首都高において研

究開発中であるRISE（Real time traffic Information by 
dy-namic Simulation on urban Expressway）9)を用いた．

また，事故率の算定についても，同様に首都高において

研究開発中である事故リスク予測モデル10)を用いた．  

都環への流入交通を制御する手段として，既往の研究

を参考7)に，都環に存在する全ての入口の一括閉鎖を採

用した（都環の入口については図-1参照）．当該手段の

選定理由としては，①入口閉鎖による効果が都環の交通

状況に直接的であること，②都環入口を利用する多くの

交通が放射路線下り方向に目的地を持ち，道路ネットワ

ークの位置関係上，一般道での迂回が比較的容易である

こと，③広報としてわかり易いこと等が挙げられている． 

入口閉鎖に伴う入口転換行動については，首都高にお

ける過去の入口閉鎖の実績を参考に，閉鎖により都環に

流入できなかった交通の60%を下流側の入口に転換させ，

40%は首都高の利用を取りやめることを想定した．なお，

転換先の入口については，交通シミュレーションで使用

するOD表をもとに，目的地比率から設定した． 

ケーススタディは，平成28年6月の平日を対象に，都

環の集計交通密度が流入制御の判断基準とした1,500台
/AREAを超過し始める16時～19時で実施した．ケース

スタディ対象日時における都環の集計交通密度と都環へ

の流入交通量の時間遷移を図-6に示す． 

流入制御開始時刻は，都環の集計交通密度が基準値を

超過し始める16時15分とし，流入制御終了時刻は，都
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環への流入交通量が1,500台/h以下となる18時25分とし

た．以上より，都環の入口を135分間閉鎖することによ

る制御効果を検証する． 

なお，流入制御対象とした16時15分～18時25分にお

いて，未閉鎖時の総流入交通量は137,638台であり，流

入制御により首都高の利用を取り止める交通量は3,843

台（約3%）である． 

 

 
図-6 都環の集計交通密度と流入交通量の時間遷移 

 
(2) 効果検証結果 

エリア流入制御なしのケース（以下，現況ケース）と

エリア流入制御実施ケース（以下，制御ケース）を比較

することで効果を検証した． 

まず，制御有無による都環の集計交通状態の変化を図

-7に示す．現況ケースでは渋滞域となっていた交通状態

が，制御を実施することで，基準値とした1,500台
/AREA以下の交通状態となっている．ただし，集計交

通流率が低下しており，過大な制御となっていると考え

られる． 

次に，現況ケースにおいて，都環の集計交通密度が最

大となった時間帯（5分間）の速度状況の変化を図-8に
示す． 現況ケースでは，都環が全体的に渋滞している

が，制御ケースでは，都環の渋滞が解消していると共に，

中央環状線外回り及び湾岸線の渋滞が緩和している．こ

れは，都環の渋滞が解消することで，中央環状線または

湾岸線経由の交通が都環経由に経路変更し，道路ネット

ワーク効果が発揮したものと考えられる． 

最後に，シミュレーション時間（16時～19時）全体

での，都環・都環以外・全線での追突事故率の変化を図

-9に示す．まず，都環においては，現況ケースでは追突

事故率が264件/億台キロであったが，制御ケースでは

162件/億台キロとなっており，大幅に事故率が低減して

いる（約40%の事故リスク低減効果）．次に，先に示し

た中央環状線や湾岸線の渋滞緩和より，都環以外でも事

故率が低減し，結果，首都高全線での事故率が低減して

いる（約6%の事故リスク低減効果）． 

以上より，都環のエリア流入制御は，都環の事故リス

クを大幅に低減し，且つ首都高全線の安全性の向上に寄

与する可能性があるという知見を得た． 

 

 
図-7 エリア制御による都環の集計交通状態の変化 

 

 
図-8 エリア制御による速度状況の変化（17時35分） 
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図-8 エリア制御による追突事故率の変化（16時～19時） 

 
 

4. まとめ 
本研究は，都環を対象としたエリア流入制御による事

故削減効果の分析を目的に，都環をひとつのエリアと捉

えた集計交通状態別の事故率を分析することで，エリア

流入制御の実施判断基準を検討し，交通シミュレーショ

ン及び事故リスク予測モデルを用いた，ケーススタディ

による効果検証を実施した．結果，都環の集計交通状態

別での事故率は，臨界密度付近である1,500台/AREAを
境に増大する傾向がある知見が得られた．また，都環の

全入口一括閉鎖によるエリア流入制御を実施することで，

都環の大幅な事故リスク低減と共に，都環以外の事故リ

スクも低減し，制御による負の反動が発生しないことを

確認した． 

今後の課題として，まず，利用者及び道路管理者共に

受けいれられる効率的な制御手段の検討が挙げられる．

本研究では，都環の全入口を一括閉鎖したが，長時間閉

鎖であり，過大な制御となっている．利用者に過大な不

便を強いると共に，閉鎖が長時間になるほど，首都高利

用取り止め交通も増加し，首都高㈱としても減収につな

がる．対応としては，ランプメタリングや可変チャネリ

ゼーションといった本線上での制御適用可能性の検討が

考えられる．また，集計交通状態で流入制御実施の判断

基準に至る前に，既往のLP制御等を用いた個別渋滞箇

所への対策を実施するといった，段階的な制御方法を採

用することも考えられる．次に，流入制御を実施した際

における，一般道への影響評価が挙げられる．対応とし

ては，高速道路と一般道の両方をモデル化した交通シミ

ュレーションの活用等が考えられる．最後に，流入制御

による安全対策をより効果的に実施する方法として，交

通状況予測との連携が挙げられる．本研究で用いた交通

シミュレーションは，首都高の交通状況をオンラインリ

アルタイムで予測することを目的に開発されてきており，

事故リスクが高まる交通状況を事前に予測し，最適なタ

イミングで流入制御を実施することで，効果的な運用が

可能になると考えられる．  
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